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○気象分科会提言「2030年の科学技術を見据え
た気象業務のあり方」（平成30年8月20日）

目標と取り組みの具体的内容（気象分科会提言資料より抜粋）

半日前からの早め早めの防災対応等に直結する予測精度の向上

概ね３～５年後

半日程度前から線状降
水帯の発生・停滞等に伴
う集中豪雨の発生可能性
を把握

2030年

半日程度前から線状降
水帯の発生・停滞等に
伴う集中豪雨の可能性
を確度高く把握し、これ
に伴う災害発生の危険
度分布も提供線状降水帯等に伴う集中豪雨発生の可能性

（概ね３年後のイメージ）
降水予測及び線状降水帯による大雨
発生の可能性（2030年イメージ）

危険度分布を高度化

土砂災害の危険度
分布（イメージ）

数日前からの大規模災害に備えた広域避難に資する台風・集中豪雨などの予測精度向上

概ね３年後 2030年
予測幅はまだ大きいもの
の、３日先までの流域
総雨量を把握

流域総雨量予測 流域総雨量予測

３日後進路誤差
200km程度

３日後進路誤差
100km程度

広域避難基準 広域避難基準

台風進路予報（イメージ） 台風進路予報（イメージ）
3日後 3日後



2030年
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気候リスク低減、生産性向上に資する数ヶ月先までの予測精度向上

顕著現象の可能性
1

日

先

2

日

先

3

日

先

4

日

先

5

日

先

6

日

先

7

日

先

秋田
（気温）

秋田県沿岸
（暴風）

秋田県沿岸
（大雪）

[中]

8～10日先 11～14日先

[高] [中]

気温は日別、暴風･大雪は週の前後半程度で、
1次細分区域ごとの顕著現象を精度高く予測

熱中症、雪害等に対する可能な限り早期の事前対策。
物流、農業、水産業等の各産業における気候によるリスクの軽減。

１週目 ２週目 ３週目 ４週目

関東甲信
地方

低温 平年並
顕著な高温
[可能性大]

顕著な高温
[可能性中]

熱波・寒波の可能性を週ごとに端的に表現

3ヶ月先の、冷夏・暖冬等の顕著な高温低温
を現在の1か月予報と同等の精度で予測

生産、流通、販売等への利用を通じて
広く社会経済の気候によるリスクを軽
減、生産性を向上。

2030年

地球温暖化対策を支援する数十年～100年後の情報の高度化

既に顕在化し、今後ますます深刻化する地球温
暖化への、自治体や民間における適応策策定へ
貢献。

自治体等の適応策を支援するため、
① きめ細かな予測
② 数十年先までの近未来予測
③ 極端現象や海洋等の予測
④ 将来の予測に対する統一見解
を提供する。

目標と取り組みの具体的内容（気象分科会提言資料より抜粋）
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○2030年に向けた数値予報技術開発重点計画
第3回数値予報モデル開発懇談会（平成30年7月19日）
・「2030 年に向けた数値予報技術開発重点計画」（以下、重点計
画）について、最新の科学的な知見に基づき、重点計画の目標、
ビジョン、方向性等についてご検討いただいた。

・重点目標が社会的ニーズを十分踏まえたものであること、ビジョ
ンが適切であること、技術開発の方向性は妥当であり懇談会での
議論がおおむね適切に反映されていること等の評価をいただいた。

・懇談会における検討結果を踏まえ、「2030年に向けた数値予報
技術開発重点計画」を策定（平成30年10月4日）
・重点計画を踏まえ、必要な技術開発に基づき開発線表を作成

・開発を開始
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数値予報モデル
(略称)

予報領域
水平分解能

鉛直層数
(最上層高度)

予報期間
(初期時刻または実行頻度) データ同化

1

局地モデル(LFM) 日本周辺 2km 58層(約20km) 10時間(毎時) 3DVar

メソモデル(MSM) 日本周辺 5km 76層(約22km)
39時間(03,06,09,15,18,
21UTC、毎日) 4DVar
51時間(00,12UTC、毎日)

全球モデル(GSM) 全球 約20km 100層(0.01hPa)
5.5日間(00,06,18UTC､毎日) ハイブリッド

4DVar11日間(12UTC､毎日)

メソアンサンブル
予報システム(MEPS) 日本周辺 5km 76層(約22km) 39時間 21メンバー

(00,06,12,18UTC、毎日) 4DVar

全球アンサンブル
予報システム(GEPS)

全球 約40km
100層(0.01hPa)

5.5日間、27メンバー
(06,18UTC2、台風予報用)

4DVar

11日間、27メンバー
(00,12UTC、毎日)
18日間､13メンバー
(00,12UTC､毎日)

全球 約55km 34日間、13メンバー
(00,12UTC、火,水曜日)

季節アンサンブル
予報システム

(CPS)

全球
大気約110km

海洋約50～100km

大気60層
(0.1hPa)
海洋52層

+海底境界層

7か月間､計51メンバー
(00UTC､毎月)

大気 4DVar
(気候データ同化)

海洋 3DVar

1 3DVarは三次元変分法、4DVarは四次元変分法をそれぞれ示す。2全般海上予報区（赤道～北緯60度、東経100～180度）内に台風
が存在する、または同区内で24時間以内に台風になると予想される熱帯低気圧が存在する場合、または、全般海上予報区外に最大
風速34ノット以上の熱帯低気圧が存在し、24時間以内に予報円または暴風警戒域が同区内に入ると予想された場合に実行される。

資料１

気象庁で運用中の数値予報モデル（１）



気象庁で運用中の数値予報モデル（２）
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数値予報モデル
(略称)

予報領域
水平分解能

鉛直層数等
(最上層高度)

予報期間
(初期時刻または実行頻度) データ同化

全球波浪モデル
全球（除極域）

55km
25周波数

36方位
132時間(00,06,18UTC)
264時間(12UTC)

最適
内挿法

沿岸波浪モデル 日本周辺 5km 25周波数
36方位 132時間(00,06,12,18UTC) 最適

内挿法
波浪アンサンブル
予報システム

全球（除極域）
140km

25周波数
36方位 264時間(12UTC) 最適

内挿法

日本域高潮モデル
日本周辺沿岸部

1km 1層(2次元) 39時間
(00,03,06,09,12,15,18,21UTC) ―1

アジア域高潮モデル 北西太平洋 3.7km 1層(2次元) 72時間(00,06,12,18UTC) ―1

海況モデル 北西太平洋 10km 54層 35日間（1日1回） 3DVar

海氷モデル
オホーツク海南部

12.5km ― 168時間(00UTC、週4回) ―2

黄砂予測モデル 全球 40km 40（0.4hPa） 120時間(12UTC) ―3

全球化学輸送モデル 全球 110km 64（0.01hPa） 120時間(12UTC) ナッジング3

領域大気汚染気象
予測モデル

東アジア域 20km 18（10km） 72時間(12UTC) ナッジング
日本域 5km 19（10km） 51時間(12UTC) ―3

地球システムモデル
（温暖化）

全球
大気約110km

海洋約30～100km

大気80層
(0.1hPa)
海洋60層

+海底境界層

将来予測
20～100年

IAU
(海洋のみ)

地域気候モデル
（温暖化）

日本周辺
20km, 5km, 2km

40～60層
(約20km)

将来予測
20年～（60年×100メンバー） ―

資料１

1高潮モデルの初期値は大気予報によるスピンアップ（ハインドキャスト）により作成。2海氷モデルの初期値は衛星画像等の解析
により作成。3黄砂・全球化学輸送・領域大気汚染気象の予測モデルの大気場はGSM・MSM等の数値予報モデルによる予報値を使用。
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各重点項目における
現状と課題・開発の方向性
（数値予報技術開発重点計画資料）
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現状と課題
・局地モデルでは、線状降水帯の現実的表現がある程度可能。し
かし、半日前から時間と場所を絞った予測は困難、かつ不確実
性も高い
・積乱雲の表現には解像度不足、また高解像度に適した物理過
程が必要
・初期状態において、水蒸気量や細かい風の精度が不十分

開発の方向性
・キロメートル以下の高解像度局地モデル
・集中豪雨の不確実性を捕捉可能なアンサンブル予報システム
・IoT機器含む、次世代観測による時間的、空間的、観測波長的
に高密度な観測ビッグデータをAI等を活用した最先端の同化技
術で活用
・集中豪雨のメカニズム研究等、最新の科学的知見の結集

①豪雨防災
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②台風防災
現状と課題
・台風に伴う豪雨・高潮の３日より先の予測には、地球全体から
日本周辺の詳細な予測まで幅広いスケールの現象を高精度に
取り扱うことが必須
・全球モデルでは、特に台風進路の予測精度を飛躍的に向上す
ることが必要
・台風周辺の気象場について、初期状態での精度が不十分

開発の方向性
・全球、領域、高潮等海関連モデル、及びアンサンブル予報等を
組み合わせた、最適な階層的モデル・システムの開発
・台風の構造をより正確に表現可能な、高解像度全球モデル及
び領域モデル、また、10km以下の解像度により適した新しい物
理過程の開発
・衛星データ等の観測ビッグデータを、雲域を含む全ての天候に
おいて、かつ高解像度・高頻度に利用
・モデルパラメータ最適化やデータ品質管理等でAI技術を活用
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③社会経済活動への貢献
現状と課題
・生産・流通計画の最適化をはじめ、社会経済活動において、半
年程度先までの予測を本格的に利用するには精度が不十分
・予測対象とする現象に応じて、効率的・効果的に予測する技術
が必要

開発の方向性
・熱波・寒波や海水温、日射量など、様々な気象現象・要素を高
精度に予測し、かつ現業的に提供可能な、階層的な地球システ
ムモデルを開発
※階層的な地球システムモデル：用途に応じた複数の数値予報モデルの開発におい

て、モデル間で共有できるコンポーネント（大気、海洋、陸面、エーロゾル等）の階
層的な組み合せや、モデルの入出力のスムーズな組み合せを可能にするモデル

・数か月先の予測に重要な海洋の渦を精緻に表現可能な高解像
度海洋モデル
・陸面、海洋、海氷、エーロゾルなど地球システムのデータ同化の
高度化
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④温暖化への適応策
現状と課題
・国や自治体で必要となるきめ細やかな温暖化予測情報作成に
は、関係機関との連携のもと、高精度かつ詳細な予測が必要
・詳細な予測の基本となる地球規模の温暖化予測の不確実性は
依然大きく、精度向上が必要

開発の方向性
・温暖化を地球規模で予測するための、大気、陸面、海洋、雪氷、
エーロゾル等の相互作用を精緻に扱うことが可能な高精度な地
球システムモデルを開発
・数10年から100年先までの地球温暖化に伴う台風・大雨などの
極端現象や海水温・海面水位などの変化を予測する大気や海
洋の高解像度地域気候モデルを開発
・国や自治体、民間による温暖化適応策の策定のための統一的
かつ詳細な温暖化予測情報の提供
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重点目標達成のために
必要な技術開発
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必要な技術開発
○キロメートル以下の高解像度局地モデル
・局地モデルの物理過程改良と高解像度化
・局地解析のハイブリッド化、更に最先端同化技術活用
・陸面・湖面解析の高度化

○集中豪雨の不確実性を捕捉可能なアンサンブル予報
システム
・局地アンサンブル予報システムの運用・改良
・メソモデル及びメソアンサンブルを基本にAI等の最先端技術を
利用したアプリケーション開発

○高密度な観測ビッグデータをAI等を活用した最先端の
同化技術で活用
・地上及び衛星リモートセンシングデータ利用の拡充
・観測誤差相関を考慮した同化技術の開発

①豪雨防災
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必要な技術開発
○最適な階層的モデル・システムの開発
・全球・メソによる階層的システムの開発
・高潮モデル・波浪モデルの高度化

○高解像度全球モデル及び領域モデル、また、10km以下の解像
度により適した新しい物理過程の開発
・全球及び全球アンサンブルの水平及び鉛直高解像度化
・全球及びメソモデルの物理過程高度化
・メソ及びメソアンサンブルの鉛直高解像度化

○衛星データ等の観測ビッグデータを、雲域を含む全ての天候に
おいて、かつ高解像度・高頻度に利用
・全球解析ハイブリッド化
・メソ全天輝度温度同化及びメソ解析ハイブリッド化
・高密度な観測ビッグデータの利用
・陸面・湖面解析の高度化
・全球高解像度海面水温解析の開発

○モデルパラメータ最適化やデータ品質管理等でAI技術を活用
・AI技術を活用した新規物理過程の開発

②台風防災
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必要な技術開発
以下の技術開発を行い、季節内～季節、海洋、大気微量
物質等に関する予測システムを改良

〇地球システム要素モデル及びデータ同化に関する改良
・海洋の渦を精緻に表現可能な高解像度海洋モデルの開発等、モデルの高解
像度化・高度化
・大気微量物質の衛星等観測データの同化技術の開発等、データ同化の高度
化及び観測データの利用

○段階的な地球システム要素の導入
・地球システム要素の導入による、諸現象や極端現象の再現性評価や予測可
能性への影響調査
・予測精度向上に有効で、かつ、現実的に運用可能なコストで導入できる地球
システム要素を段階的に取り込み、階層的な地球システムモデルを構築
・結合同化の開発等、地球システムのデータ同化の高度化

③社会経済活動への貢献
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④温暖化の適応策

必要な技術開発
○温暖化予測のための新しい地球システムモデルの開発
・現業全球大気モデルを導入し、降水や雲・放射過程等を高度化して気候再現
性を高め、高精度化・高機能化した陸面や化学のモデル等を導入

○現業非静力学モデル asuca をベースとした領域気候
モデルの開発
・気候計算での性能評価と性能向上に向けた拡張、また、気温・降水量に加え
て風、日射、湿度などの温暖化プロダクトを検討

○新しい温暖化予測実験システムの開発
・大気海洋結合過程を取り込んだ温暖化プロダクト生成と、詳細海洋モデルを
ネストして海洋温暖化プロダクトを検討

○現業二酸化炭素モデルと地球システムモデルとの統合
・地球システムモデルで二酸化炭素等をトレーサに加え、モデル内での化学プ
ロセス表現を精緻化しその気候影響を評価、また二酸化炭素情報の高度化を
検討



温暖化予測システム
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既存システム

全球大気モデル
MRI-AGCM3.2：60 km/20 km

領域気候モデル
NHRCM： 20 km/5 km/2 km

力学的

ダウンス
ケーリング

新システム (開発中)

地球システムモデル
MRI-ESM2 MRI-ESM3

力学的

ダウンス
ケーリング

領域気候モデル

高解像度モデルを用いて台風や大雨などの顕著気象現象に
注目した温暖化予測情報作成する。

現在と将来の海面水温を与えて大気モデルを積分する。

ネスティング

地球温暖化対策に資するアンサンブ
ル気候予測データベース
(東大、京大、国環研、JAMSTEC、筑波大
と連携) 国際結合モデル比較プロジェクト： CMIP6,7 文部科学省「統合的気候モデル高度化プログラム」の

支援を受けて開発中

結
合

結
合

全球大気モデル
MRI-AGCM JMA GSM

海洋モデル MRI.COM

海洋モデルを現在と将来の海洋表層水温・塩分に
緩和して地球システムモデルを積分する。



開発線表・取組状況
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雨量予報の改善 集中豪雨予報の改善

① 豪雨防災

雨量・確率予報改善 雨量・確率予報改善 集中豪雨予報の改善 雨量予報の改善

・局地モデルの物理
過程改良

・陸面・湖面解析高
度化

・衛星データ利用拡
充

・局地アンサンブル
の限定運用

・局地モデルの物理
過程高度化

・局地解析ハイブリッ
ド化

・アプリケーション開
発

・局地アンサンブル
改良

・局地モデル高解像
度化

・局地解析へ最先端
同化技術活用

・高密度な観測ビッグ
データ（静止衛星多
波長赤外サウンダ
等）の利用

ここに開発す
る内容を書く ・地上リモセン利用

拡充
・局地アンサンブル
運用開始

・局地モデル予報延
長

・局地解析へ最先端
同化技術活用

・高密度な観測ビッ
グデータ（静止衛
星多波長赤外サウ
ンダ等）の利用

降水確率予報の改善

・メソモデルとメソア
ンサンブルを基本
にAI等の最先端
技術を利用したア
プリケーション開
発

・メソアンサ
ンブルの運
用開始

12時間前から線状
降水帯の発生を予測

線状降水帯が停滞
し大雨となる確率情報

台風進路・雨量予報の
改善

② 台風防災
台風進路3日予報
精度200km達成

台風進路3日予報
精度100km達成

・全球モデル・全球
アンサンブルの鉛
直層増強と物理過
程高度化

・メソモデル予報延
長

・アプリケーション開
発

台風進路予報の改善 台風強度・雨量予報の
改善

・全球モデル・全球ア
ンサンブルの水平
高解像度化・メン
バー数増強

・メソモデル・メソアン
サンブルの鉛直層
増強と物理過程高
度化

・メソ全天輝度温度
同化

環境場の予報の改善

・メソ解析ハイブリッ
ド化

・メソアンサンブル高
度化

・陸面・湖面解析高
度化

・高解像度・高頻度な
観測ビッグデータの
利用

・高潮モデル・波浪モ
デルの高度化

台風雨量予報の改善

・全球・メソによる階層
的システムの開発

・全球モデル・全球ア
ンサンブル高解像
度化
・AI技術を活用した新
規物理過程の開発

・高解像度・高頻度な
観測ビッグデータ
（静止衛星多波長赤
外サウンダ等）の利
用

顕著現象予報の改善

・全球・メソによる階層
的システムの開発

・全球モデル・全球ア
ンサンブル高解像
度化
・AI技術を活用した新
規物理過程の導入

・高解像度・高頻度な
観測ビッグデータ
（静止衛星多波長赤
外サウンダ等）の利
用

・全球高解像度海面
水温解析の開発

・全球モデル物理過
程改良

雨量予報の改善

・全球モデル
物理過程改
良

・全球解析ハ
イブリッド化

・全球全天輝
度温度同化

令和
元年度(2019)

令和
２年度(2020)

令和
３年度(2021)

令和
４年度(2022)

令和
５年度(2023)

～
令和８年度(2026)

～
令和１２年度(2030)



開発線表・取組状況
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④ 温暖化への適応策

・モデル/システム開
発継続

・二酸化炭素等のモデ
ルと地球システムモデ
ルとの統合に着手

・新温暖化予測実験シ
ステムによる新しい温
暖化プロダクト開発に
着手

IPCC報告書作
成に資する予
測計算結果の

提供

・モデル/システム開
発継続

・プロダクト開発継続

・モデル/システム開
発継続

・新温暖化予測実験
システムによるプロダ
クト計算開始

・新しい温暖化予測シ
ステムモデルによる
データ提供

・CMIP7 計算

新温暖化プロダクト
作成

IPCC報告書作成に
資する予測計算結果

の提供

・モデル/システム開
発継続

・新温暖化予測実験シ
ステムでの詳細海洋
モデルのネスティング
に着手

・新地球システ
ムモデル開発
着手
・asucaベース
の領域気候モ
デル開発着手
・新温暖化予
測実験システ
ム開発着手
CMIP6
計算・提出

・最新の研究成果を
踏まえた地球システ
ムモデル、領域気候
モデルの高度化

CMIP7 計算・提出

我が国の気候変動に
関する統一的な見解

適切な適応策の立案・実施による、将来の安心・安全な社会

第６次IPCC報告書

第７次IPCC報告書気候変動の影響評価
研究や適応策検討に
資する予測データセッ

トの提供

政府適応計画の改訂 気候変動に関する統
一的な見解、データの

提供

令和
元年度(2019)

令和
２年度(2020)

令和
３年度(2021)

令和
４年度(2022)

令和
５年度(2023)

～
令和８年度(2026)

～
令和１２年度(2030)

③ 社会経済活動への貢献
熱波・寒波の予報を
週別に端的に表現

３か月予報精度を
１か月予報と同等に

・日本沿岸海況予報
システムの高度化

・階層的な地球システ
ムモデルの開発（高
解像度化、海洋・海
氷同化の高度化）

・エーロゾルモデル高
解像度化

・階層的な地球システ
ムモデルの開発（高
解像度化、エーロゾ
ル・波浪との結合
データ同化高度化）

・日本沿岸海況予報
システムの導入

豪雨防災・台風防災に向けた全球・メソ・局地モデルやアンサンブル予報の改良

再生可能エネルギー
利用拡大への貢献

運輸、建設、生産活動
における生産性向上

・階層的な地球シス
テムモデルの開発
（ オゾンとの結合）、
高解像度海洋モデル
の開発

国民の豊かな
暮らしに貢献

３か月・暖寒候期予報
の改善

３～４週目の
顕著現象を予報

３か月先の
顕著な高低温を予報



部外連携が必要な技術開発例
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豪雨・台風防災
・グレーゾーンの物理過程（対流の扱い） ・機械学習を活用したモデル開発
・線状降水帯の予測の不確実性を捉えるためのアンサンブル摂動作成手法
（局地アンサンブルに最適な摂動作成）
・観測ビッグデータの活用 ・豪雨事例などのメカニズム解明
・エクサ級スパコン向け高速化（単精度化、GPU対応、最適な格子系など）

社会経済活動への貢献
・季節内～季節予測で対象とする諸現象や極端現象の再現性評価
・地球システム要素の季節内～季節予測への影響調査
・大気海洋結合データ同化・大気陸面結合データ同化の開発
・化学輸送モデル・データ同化技術の高度化

温暖化への適応策への貢献
・陸面モデルの高度化
・地球システムモデルの物質循環、生態系、氷床モデル開発
・温暖化予測モデル出力の精度検証と適応策への貢献
・エーロゾルの発生・変質等の詳細過程のモデル化
・温室効果ガス観測データを用いた炭素循環解析の高度化
・大量のデータ管理およびデータの配信システムの整備



令和元年度の進捗
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①豪雨防災②台風防災

○メソアンサンブル予報システム運用開始（令和元年6月）
○全球解析の改良（令和元年12月）
・全天マイクロ波輝度温度同化

・全球解析ハイブリッド化

③社会経済活動への貢献

○2週間気温予報の開始（令和元年6月）
④温暖化適応策への貢献

○CMIP6 計算を終了、関連成果の取り纏め
○現業全球モデルと気象研大気モデルの統合、新しい全球温暖

化予測システム開発、現業非静力学モデル asucaをベースとし
た領域気候モデルの開発に着手



全球解析の高度化（令和元年12月）

23

平成29年11月～平成30年10月までの
合計24個の台風進路予測検証
（※検証時期により誤差には数十kmの差がある。）

平成30年7月豪雨
GSM24時間最大降水量ガイダンスの

雨量予測の比較

改善前
マイクロ波イメージャの
利用データ分布

改善後

• 雲・降水域のマイクロ波輝度温度のデータ同化
– 従前の晴天域に加え、雲・降水域データを利用開始
– マイクロ波イメージャ(AMSR2,GMI,SSMIS,WindSat,MWRI)
＋マイクロ波水蒸気サウンダ(MHS,GMI 183GHz)

• 全球解析のハイブリッド化
– 全球アンサンブル予報システムで使用している
気象条件に応じた予測の不確実性を考慮するデータ同化

改善
改悪

改善



まとめ
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○「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
・開発の方向性に基づく必要な技術開発

・開発線表の作成

・重点目標達成に向けて開発を開始

・今後、各重点項目において、年度毎の技術開発の

達成状況を管理

○ご議論をお願いしたいポイント

・必要な技術開発・開発線表の妥当性と課題

○部外連携については【議題２】でご議論をお願いしたい。


